
平成25年度の全国の精神障害等の労災請求件数は過去最多を記録しており、
神奈川県内においても大幅に増加しています。職場において、より積極的
に心の健康の保持増進を図ることが重要な課題となっています。

｢こころの電話相談｣(月～土17時～22時、祝日・年末年始を除く)

（神奈川産業保健総合支援センター内）

開設時間　祝祭日を除く月～金曜日、8時30分～17時15分
専用電話　045 410 1160
ファックス　045 410 1161（24時間対応）

（内線2718）

（内線2718）

☎044 434 7556（月～金の14～20時　祝日を除く）

平成27年2月発行
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川 崎区保健福祉センター
幸 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー
中原区保健福祉センター
高津区保健福祉センター
宮前区保健福祉センター
多摩区保健福祉センター
麻生区保健福祉センター

0120-821-606

045-662-3522
※横浜市在住・在勤・在学の方に限ります。



ストレスチェック制度の概要 

ストレスチェック制度の流れ 

相談、情報提供機関 
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結果 
通知 

① 面接の申出

労働者の同意を得て通知 

産業医、保健師等
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② 面接実施
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※時間外労働の制限、作業 
の転換等について意見 

■施行日：平成 27 年 12 月 1 日

※申出を理由とする不利益取扱を禁止 労働者の
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常時 50 人以上の労働者を雇う事業者の皆さんへ 
「労働安全衛生法の一部を改正する法律」（平成 26 年 6 月 25 日公布）により、ストレスチェック制
度の導入（平成 27 年 12 月施行）が義務付けられました。（50 人未満は努力義務）
ストレスチェック制度の概要は次の通りです。

１　改正の趣旨・目的
　□改正の背景
　・職業生活で強いストレスを感じている労働者の割合は高い状況で推移
　・精神障害の労災認定件数が３年連続で過去最多を更新（平成２４年度まで）　等
　□ストレスチェック制度の目的
　・一時予防を主な目的とする（労働者のメンタルヘルス不調の未然防止）
　・労働者自身のストレスへの気付きを促す
　・ストレスの原因となる職場環境の改善につなげる

２　改正の概要

○常時使用する労働者に対して、医師、保健師等による心理的な負担の程度を把握するための検査（ス
トレスチェック）を実施することが事業者の義務となる。（労働者数 50 人未満の事業場は当分の間
努力義務）
○検査結果は、検査を実施した医師、保健師等から直接本人に通知され、本人の同意なく事業者に
提供することは禁止される。
○検査の結果、一定の要件に該当する労働者から申出があった場合、医師による面接指導を実施す
ることが事業者の義務となる。また、申出を理由とする不利益な取扱いは禁止される。
○面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴き、必要に応じ就業上の措置を講じることが事業者の
義務となる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、ストレスチェック
制度の導入後（平成27年12月 1日施行）は、制度に従って取組を行って下さい。
（2頁参照）
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